


Ａ
Ｕ
）」
の
枠
組
み
が
採
用
さ
れ
て
い
る
こ
と
で
す
。

　

こ
れ
ま
で
の
経
済
開
発
の
枠
組
み
を
、
持
続
可
能
な
開
発
の
枠
組
み
に
変
更
す
る
こ
と
が
必
要
で
す
。
そ
れ
ら

は
既
に
、
１
９
９
２
年
の
リ
オ
デ
ジ
ャ
ネ
イ
ロ
の
環
境
と
開
発
に
関
す
る
サ
ミ
ッ
ト
で
打
ち
出
さ
れ
、
２
０
０
２

年
の
持
続
可
能
な
開
発
に
関
す
る
ヨ
ハ
ネ
ス
ブ
ル
ク
・
サ
ミ
ッ
ト
で
再
度
強
調
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

あ
ま
り
に
も
長
い
間
、
我
々
は
様
々
な
国
が
地
球
を
略
奪
す
る
の
を
目
の
当
た
り
に
し
て
き
ま
し
た
。
早
い
者

が
得
を
す
る
一
方
、
後
か
ら
来
る
者
は
損
を
し
、
苦
し
み
ま
す
。
後
か
ら
来
る
者
と
し
て
の
発
展
途
上
国
に
は
、

飢
餓
、
疾
病
、
貧
困
、
非
識
字
者
を
な
く
す
た
め
の
公
平
な
機
会
が
必
要
で
す
。
発
展
途
上
国
は
、
技
術
、
能
力
、

そ
し
て
必
要
な
資
金
を
与
え
ら
れ
な
い
限
り
、「
大
気
を
汚
染
す
る
公
平
な
権
利
」
を
主
張
せ
ざ
る
を
得
な
く
な
り

ま
す
。

　

当
面
の
間
、
発
展
途
上
国
の
国
々
は
、
貧
困
撲
滅
の
た
め
の
途
を
探
し
求
め
て
右
往
左
往
し
な
が
ら
前
進
し
続

け
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
貧
困
撲
滅
の
た
め
の
戦
い
は
、
同
時
に
公
正
の
精
神
に
基
づ
く
人
類
の
生
存
の
た
め

の
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
削
減
に
も
つ
な
が
る
の
で
す
。
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ニズム。

39 生物多様性保全活動を世界的に展開する国際NGO。1997年にブループラネット賞を
受賞。

40 生物多様性の経済的な利益を享受する先進国から、生物多様性が豊かな発展途上国
に対して、生物多様性保全のための資金が継続的に流れる仕組み。市場メカニズムを
活用した生物多様性保全策として議論されており、保全義務量の国家間の売買、生物
多様性保全に関するオフセット活動（ある地域での開発に伴う生物多様性損失を他の
地域で保全することで相殺する活動）の国際的な支援、生物多様性に与える影響の大
きさに応じた課税、生物多様性に配慮した製品の認証制度などが検討されています。

41 toe：石油換算トン（石油1トンから得られるエネルギー量）、Mtoeは石油100万トンか
ら得られるエネルギー量。

42 太陽光発電システム・プログラム（The Photovoltaic Power Systems Programme：
PVPS）は太陽光発電に関し、広く先進諸国間の研究能力や情報交換を進める研究協
力協定のことです。IEAが中心となり、加盟国の研究開発チームとのネットワークを通
じて、太陽光発電の適用に関する様 な々プロジェクトを実施しています。

43 家庭や生産過程から排出される固形廃棄物のほか、排出ガスや排水、自動車からの排
出ガス等も含みます。

44 生産者は、製品の生産・販売・使用だけでなく、その廃棄にも責任を有するとの考え方
のもと、自動車や家電製品等では、企業による使用済み製品の回収、リサイクル、適
正な処分などが進められています。

45 発展途上国の人々を支援するため、農産物や製品を市場価格よりも高い適正な価格で
継続的に購入する取り組み。持続可能な開発を促進するため、環境に配慮した生産方
法を推奨し、より高い報酬を支払うといった配慮もなされています。フェアトレード商品
を消費者に識別してもらうために、一定の基準を設け、ラベル表示を推進する国際的
な団体（FLOなど）もあります。

46 海洋生態系を保全し、天然海産物の持続的利用を実現している商品を認証する取り組

み。WWFと海洋管理協議会（MSC）が主体となるMSC認証が主要な認証制度です。

47 森林管理の方法が、定められた基準を満たしているかどうかを、第三者機関によって評
価・認証する取り組み。森林生態系の保全や、希少種の保護を求めています。FSC、
PEFC、日本のSGECなどが代表的な事例です。
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21 ミレニアム開発目標（MDGs）：2000年9月にニューヨークで開催された国連ミレニアム・
サミットにおいて21世紀の国際社会の目標として国連ミレニアム宣言が採択されました。
この宣言と、1990年代に開催された主要な国際会議やサミットなどで採択された国際
開発目標を統合して、一つの枠組みとしてまとめられたものがミレニアム開発目標です。
2015年までに達成すべき目標として、極度の貧困と飢餓の撲滅、普遍的初など教育の
達成、ジェンダーの公平などの推進と女性の地位向上、幼児死亡率の削減、妊産婦の
健康改善、HIV/エイズ、マラリアその他疾病の蔓延防止、環境の持続可能性の確保、
開発のためのグローバル・パートナーシップの推進を挙げています。

22 その他、途上国における気候変動への適応などのための開発戦略支援、バイオ燃料の
持続可能な生産・使用のための政策を食料安全保障と両立させるため、非食用植物や
非可食バイオマスから生産される第二世代バイオ燃料の開発・商業化を加速することな
ども約束されています。

23 Dr. Charles D. Keeling：ブループラネット賞受賞者（1993年）

24 附属書I国とは、気候変動枠組み条約の附属書Ⅰ国に列挙されている国であり、京都議
定書附属書Bに掲げられた排出削減に関する数量目標を有している国を指す。具体的
には次の通り。

 アイスランド、アイルランド、アメリカ合衆国、イギリス、イタリア、ウクライナ、エストニ
ア、オーストラリア、オーストリア、オランダ、カナダ、ギリシャ、クロアチア、スイス、ス
ウェーデン、スペイン、スロバキア、スロベニア、チェコ共和国、デンマーク、ドイツ、日本、
ニュージーランド、ノルウェー、ハンガリー、フィンランド、フランス、ブルガリア、ベラ
ルーシ、ベルギー、ポーランド、ポルトガル、モナコ、ラトビア、リトアニア、リヒテンシ
ュタイン、ルーマニア、ルクセンブルク、ロシア連邦、（EU）

25 京都議定書で定められた1990年比での削減数値目標の主なものは、EUが8%、アメリ
カが7%、日本、カナダ、ハンガリー、ポーランドなどが6%となっています。アメリカは
経済への悪影響と発展途上国の不参加などを理由に2000年に京都議定書締約国か
ら離脱。

26 人類は、社会的存在としての人間であると同時に、生物としてのヒトでもあります。

27 Lord(Robert)May of Oxford

28 Dr. Norman Myers

29 CO2 排出量：この場合、森林のCO2 吸収量の減少分を排出量としています。

30 生物多様性保全を伴う製品・サービスについて、通常よりも上乗せした価格を設定して
販売すること。

31 TEEB：2007年3月にドイツのポツダムで開催されたG8+5環境大臣会合で立ち上が
った研究プロジェクトで、生態系や生物多様性の損失による経済的・社会的損失の規
模を示すこと、生物多様性の危機に対処する具体的な方策を提示することを目的とした
調査レポートの作成を行うものです。

32 遺伝子組み換え生物が国内の生物多様性を著しく変えたという報告はこれまでありませ
んが、将来的に影響を与えないとは科学的に言い切れません。遺伝子組み換え生物に
ついて起こりうる生態系への影響とは、組み換え生物が生態系に侵入すること、組み換
え生物が在来種と交雑すること、組み換え生物が生み出す物質が、在来種に影響を与
えることです。

33 Dr. James E. Lovelock

34 Dr. Amory B. Lovins

35 同時に予見的アプローチは誤る可能性もあるため、常に再検討や修正に努める必要が
あります。

36 Dr. Paul R. Ehrlich：ブループラネット賞受賞（1999年）

37 その土地固有の生物種がとりわけ集中しており、生態系が深刻な破壊の脅威にさらされ
ている地域のことです。地球の陸地面積のわずか数％を占めるに過ぎませんが、最も絶
滅が危惧されている哺乳類、鳥類、両生類の75％が生息し、全ての維管束植の50％
と陸上脊椎動物の42％が集中しています。

38 開発途上国や移行経済国におけるプロジェクトが、地球環境問題の解決に貢献をしよ
うとした場合に必要な追加的費用について、無償で資金を提供する国際的な資金メカ
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第２部　生存の条件

1 Dr. Dennis L. Meadows

2 Dr. Gro Harlem Brundtland：ブループラネット賞受賞者（2004年）

3 人類の生活がどれほど自然環境に依存しているかをわかりやすく示す指標であり、「人
類の地球に対する需要を、資源の供給と廃棄物の吸収に必要な生物学的生産性のある
陸地・海洋の面積で表したもの」として計算されます。指標は、地球上の全ての生物学
的生産性がある陸地・海洋の総面積を1.0としたときの数値で表されます。2005年には
エコロジカルフットプリントは約地球1.3個分となっています。

4 Mr. Lester R. Brown

5 「地球環境問題と人類の存続に関するアンケート」（旭硝子財団）：1992年より毎年1回、
世界各国の環境問題に携わる政府や民間の有識者を対象に、地球環境に関わる種々
の問題について意見を聞き、調査結果を報告書にまとめ公表しています。（調査依頼：
約4000人、回収率：15～19％、回答数：650～750）

6 都市人口とは、各国の基準で定義される都市部内に実際に居住している人口であり、
毎年7月1日のデータをその年の代表値としています。

 出典：World Urbanization Prospects: The 2007 Revision Population Database

7 G8（アメリカ、カナダ、ドイツ、フランス、イタリア、イギリス、日本、ロシア）＋3（中国、
インド、韓国）によるエネルギー大臣会合（2008年6月8日開催）

8 国際エネルギー機関（International Energy Agency）:世界のエネルギーに関する
調査や統計整備を行い、それらを公表する活動を行う国際機関。

9 世界気象機関（WMO）と国連環境計画（UNEP）の協力の下に設立された組織。世
界各国から参加した研究者が温暖化効果ガスのもたらす地球温暖化について科学的・
技術的及び社会・経済的評価を行い、その結果得られた知識や情報を、政策決定者
や広く一般に利用してもらうことを主な役割としています。第4次報告書には約130カ国
から約450人の代表執筆者と約800人の執筆協力者が関わっています。

10 単位時間当たりの降水量。単位時間当たりの降水量を高さにしてミリで表します。

11 ここでの水資源量とは、一国の年間降水量から蒸発散量を差し引いた量です。

12 英紙ガーディアンの記事（2007年5月22日）によれば、中国のがん研究所の研究員が
言うには、多くの化学工場、産業施設が川沿いにつくられ、未処理の廃水が垂れ流され、
過剰な肥料や殺虫剤が地下水をも汚染しているということです。また、1991年から2000
年の間にがんによる死亡者が都市部で18%、農村部で11％増加しているそうです。

13 The State of Food and Agriculture 2009, FAO

14 『世界の食料生産とバイオマスエネルギー　2050年の展望』（川島博之著、2008年、
東京大学出版会）

15 中央計画経済体制から市場経済体制への移行期にある国。旧ソ連邦の諸国、東欧諸
国、中国、モンゴル、ベトナムなどを指します。

16 FAO日本事務所プレスリリース（LOJAPR09/21-No.142）

17 FAO日本事務所プレスリリース（LOJAPR09/21-No.143）

18 FAO日本事務所プレスリリース（LOJAPR09/21-No.143）

19 IPCC：「気候変動2007：統合報告書　政策決定者向け要約」

20 参 考 資 料：Robin Clarke and Jannet King, "The Atlas of WATER, Mapping 
The World's Most Critical Resource" 邦題「水の世界地図」沖大幹 監訳、沖明 訳
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旭硝子財団について

旭硝子財団は、旭硝子株式会社の創業25周年を記念して、その翌年の1933
年に旭化学工業奨励会として設立されました。以来半世紀以上の間、戦後の
混乱期を除いて、応用化学分野の研究に対する助成を続けてきました。その
後、1990年に新しい時代の要請に応える財団を目指して事業内容を大幅に見
直し、助成対象分野の拡大と顕彰事業の新設を行うとともに名称を旭硝子財
団に改めました。以来、今日に至るまで次世代を拓く科学技術に関する研究
助成事業と、地球環境国際賞「ブループラネット賞」による顕彰事業とを2本
の柱とし、地球環境問題の解決に向けた取り組みをはじめ、広く人類が真の
豊かさを享受できる社会および文明の創造に寄与する活動を続けています。
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生命力溢れる太陽エネルギー社会へ
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